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く受けており、心理的インセンティブに左右さ
れることは少ないのである。このことは先行研
究の結果を踏まえても妥当である。しかし、仮
説Ⅱの分析結果から、被災前から各自治体が自
身のふるさと納税を認知させておくことが、被
災した際に被害状況の深刻さと相乗効果を発揮
し寄附金を集める上で僅かばかり有効に働くと
いうことが明らかになった。この点は先行研究
において全く見られず新しい発見である。本稿
から得られた重要な示唆として強調しておきた
い。
　最後に、今後のふるさと納税が目指すべき姿
を考える。このことに関して、納税者・自治体
という 2つの視点で見ていく。まず、納税者は
返礼品の魅力を感じつつも、あくまでふるさと
納税の趣旨が寄附であることを忘れず、寄附金
の使い道にも関心を持つことが必要である。つ
まり、共感ファースト・モノセカンドを目指す
べきである。次に、自治体は政府の方針に従っ
た上で、積極的に寄附金の使い道を提示し納税
者の共感を集めるべく努力する必要がある。こ
とに災害復旧に関して言えば、被災前の広報は
もちろんのこと被災後の詳細な情報開示と情報
拡散を行うことで納税者の心理的インセンティ
ブを刺激しふるさと納税の本来あるべき姿を目
指す必要がある。納税者・自治体相互、つまり
社会全体でふるさと納税の在り方を今一度見つ
め直すときが来ているのだ。
